五中・七中統合計画にかかわる新大塚公園廃止問題の経緯
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2006年4月8日）

２００５年

8月　2日　　　文京区教育改革区民会議第2次答申
　　　　　　　　学校の適正規模・適正配置はいかにあるべきかについて「これまでの小規模化した学校を対象に地域ごとに適正配置を検討するのではなく、学校の位置、教育環境、地域事情などを総合的に勘案して,区全体としての適正な配置を検討すべきと考える」と答申している。また、小規模校の配置も検討すべきであるとしている。

　　　　　　　■本答申のなかで、教育環境向上の方策の一つとして、限られた教育財産の有効活用及び既存学校用地を売却し、新しい用地を確保することは検討の中に入っているが、教育財産以外の区有地の活用については触れられておらず、検討された形跡はない。

· 五中・七中の統合問題への言及はない。

9月　１日　　　教育委員会　区立小/中学校の将来ビジョン策定の基本方針承認、決定
　　　　　　　　学校教育部長発言

「具体的な学校の配置計画を内容とした区立小・中学校の将来ビジョンの素案を本年の10月中を目処に作成をし、区民に公表する。その上で区民の意見を踏まえて将来ビジョンを策定していく。」

· 五中・七中の統合問題は持ち出されなかった。

　９月　２日　　　文京区教育改革区民会議　第２０回第４部会

　　　　　　　　　区立小・中学校の将来ビジョン策定の基本方針について議論され、その中で

　　　　　　　　　さまざまな課題を持つ将来ビジョンの素案を10月中に出すことへの危惧が表明された。

· 五中・七中の統合問題はでなかった。

１０月　５日　　　文教委員会　教育改革区民会議第２次答申についての報告
· 五中・七中の統合問題は出なかった。

· 教育財産以外の区有地の活用についても言及はなかった。

１０月１９日　　　政策調整会議　「区立小・中学校の将来ビジョン(素案)骨子について」
　　　　　　　　　区長、助役、収入役、教育長、企画政策部長、都市計画部長、土木部長、

　　　　　　　　　学校教育部長、企画課長、教育改革担当課長　出席

　　　　　　　　

　　　　　　　　　五中・七中を統合し、統合校を教育センター及び新大塚公園の敷地に建設す

ることを検討する、新校建設の設計に平成１８年度の可能な限り早期に着手する、五中または七中を新大塚公園の代替公園用地とする、これらが学校教育部長より説明され、基本的に了承された。

· 初めて五中･七中統合と統合校の教育センターと新大塚公園敷地での建設の話が出た。
· 初めて教育財産以外の区有地の活用ということが言及された。

１０月２５日　　　教育委員会　区立小・中学校の将来ビジョン(素案)の骨子決定
　　　　　　　　　将来像を早急に示す必要があるとして、欠学年を抱える七中と五中との統合、および統合校を教育センターと新大塚公園の敷地に建設することが（素案）骨子の一部として提示された。開校は平成２１年度を目指すとしている。

教育財産以外の区有地の活用と並んで教育財産の有効活用という意味から統合前の校舎を統合後の学校校舎として活用することも検討するとした。

· 上記について特に議論されることなく骨子は承認、決定された。

· 教育委員会では当初将来ビジョンの素案を１０月中に公表する予定だったが、素案の骨子を示すこととなった。

１０月３１日　　　文教委員会　将来ビジョン(素案)の骨子について報告

　　　　　　　　 内容は同上。

　　　　　　　　■教育財産以外の区有地の活用に言及あり。

　　　　　　　　
１１月　４日　　　“きあら”に（素案）の骨子を公表
　　　　　　　　　　五中･七中を統合すること。平成２１年度の開校を目指すこと。そして、統合校を新大塚公園と教育センターに建設することと五中または七中を代替公園にすることを検討することが公にされた。

１１月　６日　　　　将来ビジョン(素案)の骨子に関する説明会を開催
　　　　　　　　　　この日以降１１月中に区民説明会を７回開催。他に青少年委員、町会など関係団体と五中、七中及びこれらの学校と学区域が重なる小学校保護者への説明会を開催。

· 新大塚公園廃止という教育問題だけに収斂されない、地域住民に多大の影響を及ぼす大きな問題が、正面から地域住民に説明されることなく、学校統合計画の陰で処理されようとしてきた。

２００６年

　１月２１日　　　区立小･中学校の将来ビジョン(素案)の骨子説明会
· 新大塚公園廃止計画についての説明会開催を小日向台町町会が区に要請したことに対して、教育委員会が将来ビジョン(素案)の骨子説明会というこ

とで応じた。環境、都市計画部署からの出席はなく、新大塚公園廃止計画についての責任ある説明はなかった。約70名の参加者は教育センターと新

大塚公園を合わせた8,500㎡の敷地がなければ新しい中学の建設は不可能とする説明に納得しなかった。教育委員会の説明ではできるだけ広い校庭を実現したいとのことだった。

　３月２５日　　　五中・七中統合計画案についての説明会開催　
　　　　　　　　■新大塚公園を守る会からの度重なる要請に応える形で教育委員会が主催。

　　　　　　　　　約１５０名出席　統合校を新大塚公園と教育センターの敷地に建てることに対して多数の反対意見が出された。質疑応答が終了しなかったため日を改めた説明会開催を要請。

　

　４月　４日　　　文教委員会　文京区立小･中学校の将来ビジョンに関する予備調査業務委託の結果についての報告

　　　　　　　　これは五中･七中統合校建設の予備調査で、教育委員会は一つの整備例としている。
■グランドは直線距離で100ｍは取れないことが判明。

· 公園スペースと植え込みスペースを差し引くと校地面積は7,900㎡で五中と大差がない。

　４月　６日　　　説明会開催　3月25日説明会における意見に対して教育委員会の考え方を中心に
　　　　　　　　　予備調査報告書はこの日、参加者に提示されず、学校教育部長からそれについては後日説明するとの発言があった。

· 出席者100名余り。反対意見が圧倒的だった。

■ 次回説明会には七中での統合校建設計画案を示すよう要請した。

【コメント】

以上の経緯から、五中･七中統合計画と統合校を新大塚公園及び教育センター敷地に建設する案は昨年10月19日の政策調整会議で学校教育部長が初めて提案し、了承されて動き出したことが明らかである。教育財産以外の区有地の活用については、政策調整会議までは教育改革区民会議でも教育委員会でも全く触れられていなかったのである。この後、将来像を早急に示す必要があるとして、五中･七中統合計画が将来ビジョンの素案の一部として先行して示されることになった｡

教育改革区民会議の第2次答申を受け、これまでの小規模化した学校を対象に地域ごとに適正配置を検討するのではなく、区全体として適正規模、適正配置を考えてゆくことになった。しかるに、七中の小規模校化は学校選択制がしかれた平成16年度から顕著であったにもかかわらず、

その原因の究明も根本的な対策もとられることがなかった。そして今回、答申の主旨である区全

体としての適正配置という、文京区全体の子どもたちに関わる教育の枠組みを検討することもな

く、五中と七中の統合計画だけが案として決められてしまった。まさに、小規模化した学校を対

象に地域ごとに配置を考えたにすぎず、第2次答申内容に反する結果となっている。

新大塚公園の廃止はこのような杜撰な計画のもとで決められようとしているが、新大塚公園は現在非常に利用度の高い、区民の豊かな暮らしと街の景観に大きく寄与している公園である。設置条件が全く違う五中或いは七中での公園新設によって代替されうるものではない。新大塚公園

の保存こそ、区民にとって学校教育の環境整備と等しく重要であることを要望書に署名した人々は訴えているのである。

子どもも大人も共に学び、共に育つ空間である新大塚公園の保存と学校教育環境の整備を等しく大切に考え、これを実現する施策を作り出そうという基本的な姿勢がなければ、子どもたちのために真により良い学びの環境を整えることなどとてもできないのではないだろうか。

文京区民の意思や思いを受け止め、皆が喜んで納得できるような結論を出されるよう、願ってやまない。

　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（新大塚公園を守る会）
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